






を模索し、取り組んでいる状況である。小中一貫校については 2014 年 12 月の中教審において
ようやく制度化されることが決まり、学校教育法の一部を改正が 2015 年 6 月 24 日に交付され、
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時系列で統計し、それぞれの出典ごとに分析、および② 2005 年と 2015 年のカテゴリー別の文
献件数を比較するという 2 つの方法をとる。
　具体的には、「CiNii Articles1 - 日本の論文をさがす」を利用し、「小中連携」「小中一貫」
という 2 つのキーワードで検索した。その結果、本研究の対象にならない文献や重複している
ものなどを除くと、実質、小中連携教育についての文献は 419 件、小中一貫教育についての文
献は 604 件、小中連携および一貫教育に関する文献は 31 件であるとわかった。小中連携教育
および小中一貫教育両方を研究対象とした文献 31 件については、件数があまりにも少なく、
今回は考察の対象から除外した。そして、次に、本研究の対象とする小中連携教育についての










2 本研究における 8 つのカテゴリーとは「国の施策・取組」「地方自治体の施策・取組」「学校の取組」「教師による
取組や教師の力量形成」「児童生徒に関すること」「小中連携教育あるいは小中一貫教育全体に関する文献」「海外
の小中連携教育や小中一貫教育」「その他」とする。













組や教師の力量形成」の中の内訳をグラフにしたものが図 4-2 である。また、2005 年の文献の
分類と 2015 年の文献の分類をカテゴリーごとに見ると図 4-3 のようになり、さらにその内訳










































































































E 児童生徒に関すること F 小中一貫教育全般
G 海外の小中連携 H その他
（件）
図 4-6　カテゴリーごとの文献数（小中一貫教育）





























































　本研究では、小中連携教育に関する文献 419 件、小中一貫教育に関する文献 604 件について、






において 2015 年は 2005 年の 3 倍以上の件数となっており（図 4-3）、その内訳である「教師に
よる授業実践」や「教師個人による小中の学習内容の接続・カリキュラム開発」の実践報告は












2015 年で比較してみると、図 4-10 に示されたように、総文献数が 2005 年の 30 件から 58 件と
２倍に増えており、「学校の取組」「地方自治体や地域の施策・取組」のほか、「国の施策・取組」
や「小中一貫教育全般」に関する文献が多くあげられていることがわかった。また、「教師に

























































内閣府『平成 27 年版 少子化社会対策白書』，2015
文部科学省初等中等教育局児童生徒課『「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」につい
て』，2012
文部科学省初等中等教育企画課『小学校と中学校との連携についての実態調査』，2011
